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新型コロナウイルス感染症の影響によって、2020 年度決算は JR 東日本発足以来初となる最終赤字が見込

まれています。しかしそのような中でも、JR 東労組は「JR 東労組緊急提言」を発し、自らの感染防止に努

めつつ、お客さまに安全で安心していただける鉄道・バス・医療を提供し続け、２年連続の赤字の回避を目

指して奮闘しています。 

 春闘の三要素である「世間相場」「会社の支払い能力」「労働組合の組織力」のいずれもが厳しい情勢では

あるものの、私たち労働者が働くことでしか会社は収益を得ることができません。コロナ禍の中で「変革の

スピードアップ」を実現するためには、その労働力の価値に見合った賃金を求めることはとても大切です。 

日本全体では、コロナ関連の解雇・雇い止めは７万人を超えています。また、職種を限定し、その業務が

無くなれば雇用終了という「ジョブ型雇用」の導入の動きも進むなど、雇用情勢は大きく変化しています。

このような雇用危機の情勢下だからこそ、不安なく仕事に集中できるよう「雇用の安定」を保ちつつ、組合

員と家族の「生活の安定」が実現できる賃金を目指して「春闘とは何か」「賃金とは何か」を考えましょう！ 

 

 

１．春闘について 

 

◆春闘（春季生活闘争）とは？ 
 
 春闘とは、企業の決算前の毎年２～３月に賃金の引き上げなどを求める取り組みです。産業別にそれぞれ

の企業の労働組合が団結し、統一した要求を掲げることで影響力が大きくなり、賃金引き上げを実現しやす

くする効果があります。現在は、労働者側は｢連合｣が、経営側は｢経団連｣が方針を打ち出し、それに基づい

て産業別に具体的な要求内容を掲げ、個別企業の労使で団体交渉を行い決定する形態をとっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆賃金とは？ 
 
 そもそも賃金とは｢労働力の価格｣です。資本家は資本を元手に会社を立ち上げ、付加価値を生むことで利

益を上げますが、付加価値を生むにはその「手段」が必要です。それが私たちの「労働力」（生産物を作る

ために費やされる、人間の精神的・肉体的な諸能力）です。会社は鉄道・バス・医療の仕事を行うために様々

な設備を購入しますが、それだけでは会社は成り立ちません。会社は労働者から「労働力」を予め購入し、

その「労働力」をもって労働者が設備やシステムに働きかけることで利益を生み出す仕組みが成立します。

そのため、会社は設備を購入するのと同様に「労働力」を購入するために「賃金」を支払っているのです。 

〔21春闘スローガン〕 

厳しい春闘情勢下においても「雇用確保」「定昇確保（昇給係数４）」 

｢ベア要求｣を堂々と掲げ､グループ会社で働く仲間と共にたたかおう！ 

◆産別組織は自動車総連、電力総連など業種毎にある。JR東労組は「JR総連」に加盟。 

◆JR総連は、連合方針と、加盟する単組(JR 北海道労組、東労組、東海労、西労、貨物労組

など)の賃金実態を加味して「JR総連春闘」としての統一方針を決定する。 
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春闘の三要素 

労働組合の組織力 会社 



 

 労働者は一日働けば疲労するため、明日も労働力を売るためには、精神的・肉体的に回復させる費用が必

要です。つまり賃金には｢衣食住｣の生計費が含まれるということです。これを｢労働力の再生産費｣と言いま

す。また、次世代の労働者を育てる費用も子供の養育費として｢労働力の再生産費｣に含まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆定期昇給・ベースアップの必要性 

 

 一般的に､経験年数が上がるほど労働力の価

値も高くなります。経験年数が長いほど物事を

多角的に捉え、臨機応変に対処できるなどの利

点があるためで､この考え方に基づき毎年賃金

が上がる制度が｢定期昇給｣です。 

 

一方、同じ時間・同じ人数で、これまでよりも

付加価値の高い仕事ができるようになることや、同じ仕事をより短時間・少人数で行えるようになるなどの

生産性向上によって高まった労働力の価値、物価上昇などによる生計費の上昇など、先述の「労働力の再生

産費」の要素も加味して基本給を底上げする仕組みが「ベースアップ（ベア）」です。ベアは、毎年の春闘

でその都度要求し、団体交渉を経て決められます。定期昇給がない年代はベアでしか賃金が上がりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 

 ・資本家は、労働者から「労働力（人間の精神的・肉体的な諸能力）」を 

予め購入しなければ利益を生み出せない(つまり｢賃金｣は先払いとなる) 

 ・労働力は消耗品であり、回復させる必要がある⇒賃金は「労働力の再生産費」とも呼ばれる 

 ・「労働力の再生産費」は、主に「衣食住の生計費」と「子供の養育費」で構成 

（一般的なイメージ図） （一般的なイメージ図） 

期末手当とベアはそもそも性質が異なることに踏まえ要求すべきである 
 

期末手当（夏季手当と年末手当）は、その時期の企業の「業績」が大きく影響するのが一般的です。

一方で、ベアは｢労働力の価値の上昇｣や物価上昇による｢労働力の再生産費(生計費等)の上昇｣に踏ま

え、労働力の価格を引き上げるように求めるものです。 

 2020 年度期末手当において、業績に連動して期末手当が大幅に減少しました。このような場合にも、

ベアによって基本給が確保されていれば生活を維持することに繋がります。そのため、ベアを求める

ことが重要になります。 

※期末手当の調査期間 夏季手当：前年 10 月 1 日～３月 31 日、年末手当：４月 1 日～９月 30 日 

JR 東日本の初任給 

    高卒  

2020 年 160,100 円 

1987 年 103,600 円 
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２．要求の考え方 

 

◆ベースアップ 
 

 21 春闘は、春闘の三要素を踏まえれば大変厳しい状況です。しかしコロナ禍であっても「労働者の労働

力がなければ利益を生み出すことはできない」という社会の仕組みは変わりません。むしろ、私たちの労働

力の質は高まっていると言えます。 

 

根拠① ｢安全・安定輸送｣に｢清潔・安心｣が加わった 

 私たちは、社会全体でコロナ感染が増え続ける状況でも業務を継続し、車内や鉄道施設の消毒をはじめ、

感染しない・させないための工夫を行ってきました。また、家庭でも感染防止に取り組み、次の業務に備え

ています。それらが鉄道・バス・医療の安定的な運営と、お客さまへの清潔感の提供に繋がっています。そ

の意味で、コロナ禍においても、たゆまぬ努力によって収益を確保していることから労働力の価値は上がっ

ています。 

根拠② 社会の変化に対応すべく「変革のスピードアップ」に向き合っている 

 私たちは、チケットレス、ワンマン運転、CBM などの推進、職場再編のほか、Web 会議への対応などに

向き合っています。さらに、「JR東労組緊急提言」に基づき創意工夫した増収とコストダウンも取り組んで

います。「変革 2027」では、これまでの作業ダイヤ中心の仕事から、企画・判断業務中心の臨機応変な仕事

へシフトしていくとしていますが、これは社員の努力があって成り立つものです。労働者として「変革 2027」

に向き合い生産性向上を図り、黒字化に向けて創意工夫を重ねることは、労働力の質が向上し、価値が向上

していると言えます。それに見合ったベアを求めることは大切ではないでしょうか。 

  

 

コロナ禍の前は、私たちの労働力により JR 発足以降毎年の黒字決算をつくり出してきました。しかし、

生み出した多くの利益は内部留保として現金以外の資産（建物などの固定資産等）に蓄積されており、赤字

経営であっても簡単に切り崩すことができません。成長投資や人口減少を見据えた設備投資は必要ですが

「人への投資」は不十分ではないでしょうか。私たち労働者への投資を促すためにも、しっかりとした要求

額を掲げることが必要です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 
 

◆定期昇給 
 

 定期昇給は「経験」による労働力の価値の高まりに対応するものですが、年を重ねるごとに増えていく生

計費（例えば子供の学費など）を支える意味合いも含まれます。生活を安定させ、将来への不安を感じずに

仕事へ集中できるからこそ、高い質を維持できます。しかし、定期昇給は「あって当たり前」ではありませ

ん。JR 東日本では、定期昇給は所定昇給額と「昇給係数」を用いた計算式で計算されます（賃金規程第 22

条の 3）。そのため、ここ数年はあえて「昇給係数４」での定期昇給を要求し、団体交渉を経て実施されてい

ます。協約上、会社が定期昇給を満額で実施しなければならないわけではありません。従って、雇用維持に

加えて、定期昇給の「昇給係数４」の確保を求める必要があります。 

 

 

 

 

今までは利益を内部留保として固定資産等に蓄積していたことに対して、 

「人への投資」にも向けるように賃金引き上げを要求していこう！ 

鉄道・バス・医療の各

サービスを通じて、 

利益を生み出す 

利益 

建物などの固定資産等

になるため、現金はほ

とんど残していない 

参考（2019年度） 

人件費：4444億円           経常利益 2601億円  

労働力 

固定資産等 7兆 1991億円 

（内部留保 2兆 1467億円）     ※JR東日本単体   ※JR東日本単体   
※貸借対照表参照   



 

◆グループ会社の仲間との連携 
 

 春闘は、ジェイアールバス関東、ジェイアールバス東北、JR 東日本ステーションサービスなど、多くの

グループ会社で働く組合員の生活維持･向上のためにも重要です。しかし､これまでの経過も踏まえれば連結

決算である以上､春闘では親会社である JR 東日本の影響を大きく受けます。従って､グループ会社で働く仲

間からの賃金引き上げを求める切実な声を踏まえてベア要求を掲げ、共に春闘をつくり出していきます。 

 

◆第二基本給制度の凍結 
 

 退職手当の算出基礎となる「第二基本給制度」については、JR

発足当時の社員数が多い時期に、大量退職期の退職手当の高騰を

抑制するために設けられました。しかし完全民営化を達成し、社

員数が自然減少した今、第二基本給制度は役目を終えたばかりで

はなく、このままでは国鉄採用の組合員と比べ、JR 採用の組合

員の退職手当が大幅に低くなってしまいます。よって、JR 採用

の退職手当の考え方を議論すべきであるという問題意識があり

ます。そのため「第二基本給制度」の凍結を求めることとします。 
 
 

◆65 歳定年制の実現 
 

 60 歳の定年から 65 歳までの雇用を確保する「エルダー社員制度」が運用されていますが、賃金が大きく

低下し、生活水準を抑えなければならないことから、生計費への負担と本人のモチベーションへの影響が大

きいことが問題となっています。安定的な雇用と生活、そして技術継承を行うためにも「65 歳定年制」の実

現を引き続き求めることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．厳しい春闘情勢下においても「雇用確保」「定昇確保（昇給係数４）」｢ベア要求｣を堂々と

掲げ､グループ会社で働く仲間と共にたたかおう！ 

  

春闘の三要素「世間相場」「会社の支払い能力」「労働組合の組織力」のうち、今できることは「労働組合

の組織力」を高めることです。社友会の掲示物をみれば「（年末手当を）こんなにもらって良いのか」とい

う論調も見られます。そもそも「社友会」は憲法で保障された団体交渉ができず、限界性があります。組合

員・社員の中には、育児や介護など、様々な家庭事情を抱えた人がいます。その中で一様に賃金を抑制する

ことは生活の苦しさに直結してしまうのではないでしょうか。 

 

コロナ禍の中で日本の労働組合の組織率は 11 年ぶりに上昇してお

り、社会的にも労働組合の必要性は高まっています。団体交渉で労働

条件を議論できるのは労働組合だけです。組合員はもちろんのこと、

未加入者の方たちとも議論し、春闘での要求根拠を積み上げましょう。

そして、JR 東労組に結集し「労働実感」「生活実感」を踏まえ、組合

員と家族の為に、職場現実に基づき堂々と要求を掲げ、２１春闘をた

たかい抜きましょう！ 

要求の考え方のポイント！ 
 

・労働者の労働力がなければ利益を生み出せない構造は、コロナ禍であっても変わらない 

・清潔・安心感の提供と「変革 2027」へ向き合うことは、労働力の価値の向上と言える 

・雇用確保を前提に「人への投資」としてのベアを行うよう求める 

・グループ会社の仲間からの賃金引き上げを求める切実な声を踏まえたベア要求が必要 

第二基本給を含めて退職手当を計算

をすると、200～400 万円下がること

になります。 

退職手当試算（モデルケース） 

2020 年入社、55 歳時基本給 37 万円 

第二基本給有り…約 1,840 万円 

無し…約 2,220 万円 


